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◆決算説明 

 

奥村：テクノプロ・ホールディングス経営企画担当執行役員の奥村です。私は、投資ファンドのサ

ーベラスが 2008 年 3 月に投資した際、前 CEO の西尾と一緒にサーベラスから派遣され、当社の経

営企画部門管掌として、2008 年リーマンショック後のターンアラウンドを推進、また、2014 年 12

月の IPO を主導し、上場企業としての当社の事業成⾧をこれまで支えてきました。本日はどうぞよ

ろしくお願いいたします。 

当社では、来期予算の策定プロセスと並行して、今月から次の中期経営計画に関する議論を開始し

ています。その大枠として、昨今の技術者供給市場の状況や将来の AI 浸透といった外部環境変化

をリスクのみならず、新たな機会と捉え、単価上昇に成⾧ドライバーをよりシフトし、IT デジタル

も活用した生産性向上によって販管費率を低減し、事業利益率を改善し続ける、といった想定です。

今回の 3Q 決算では、1Q や 2Q に続いて、この方向性を後押しする成果を実現できたと考えていま

す。 

一方、米国トランプ政権による関税政策は、自動車・その他製造業への業績懸念を生んでおり、当

社の将来成⾧に対する影響についてお問合せいただくことが増えています。投資家の皆さまに先ず

ご認識いただきたいのは、当社のサービスは、顧客の業績動向を比較的受けにくいといわれる技

術・研究開発に特化している点です。特にリーマンショック以降、フィールドエンジニアリング

（FE）や製造・検査業務といった、顧客需要が景気変動に左右されやすい領域を縮小・廃止して

きた歴史があります。次に、当社の強みである「エンジニア構造を転換する経営力」も強調したい

と思います。過去 10 年、IT 技術者の比率を 38%から 58%に引き上げてきた実績、すなわち携帯電

話やカーナビ等の日本の製品開発の栄枯盛衰に伴う需要の移り変わりに対して、先行してエンジニ

アを育成し、他の技術領域にシフトしてきました。トランプ政権下での米国経済政策が日本経済に

与えるインパクトの広さや深さは未だ不透明であり、同一産業においても各社への影響は様々と思
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われます。将来の不確実性に対して、過度に保守的・楽観的にならず、これまでの当社事業運営と

同様、機動的に対応していく所存です。 

直近の業績見通しへの影響という意味では、契約更新母数割合の最も多い 3 月は、お客さまの新年

度予算を見据えて価格交渉を果敢に行える、極めて重要な月になります。今年 3 月の契約更新率は、

昨年並みの 90.2%で着地し、チャージアップやシフトアップによって獲得できた契約単価上昇の合

計金額は、非常に好調だった昨年を上回ることができました。派遣契約においては、一般的に顧客

への価格転嫁に人件費上昇が先行する側面はあるものの、7 月に控える当社エンジニアの定期昇給

や昇格を踏まえ、売上単価の更なる上昇・GP 率を意識した経営を継続いたします。 

それでは、3Q 決算のサマリーと国内主要 KPI、海外子会社の現況について、ご説明いたします。 
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先ずは、2 ページの業績概要です。 

今期 3Q 累計の売上高は 1,777 億円、前年同期比+9.3%、GP は 481 億円、前年に比べて+49 億円、

11.3%の成⾧、GP 率も 0.5pt アップの 27.1%となりました。また、3Q 累計の販管費は 263 億円、

販管費率 14.8%は前年から 0.6pt 改善しました。 

3Q は稼動日数が最も少ない四半期であるため、GP 率は 2Q の 28.0%に対して、3Q は 26.4%と 27%

を割り込みましたが、前年同期比では 0.5pt 上昇し、売上単価向上に牽引された GP 率の改善は順

調に進んでいます。また、販管費率は 2Q の 14.9%に対して 3Q は 14.8%と 14%台を維持しており、

採用費用や育成費用の増加を補う管理業務の効率化は進展しつつあります。 

3Q 累計の事業利益は 217 億円、営業利益は 220 億円、ともに前年同期比で約 20%成⾧となり、営

業利益の通期ガイダンスに対する進捗率は 81.7%となっています。しかしながら、4Q における２

つの不透明性を勘案し、通期ガイダンスの上方修正は行っておりません。第一に、今年 4 月に入社

した新卒は前年より 169 人多く、また、初任給の大幅アップに伴い、ここ数年の新卒のみを対象に

した特別昇給を 4 月に実施し、年次による給与逆転を解消しました。新卒の初回配属チャージと配

属スピードは順調に推移しているものの、デジタル・ソリューション人材の育成のため、2 割以上

の新卒に対して 3 ヶ月以上の戦略研修を実施し、例年以上に稼働率の一時的低下が起こる 4Q での
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GP マイナスインパクトを勘案しています。第二に、海外事業の 3Q 業績と足元の需要モメンタム

に基づくと、4Q も楽観視できる状況にないという点になります。  
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3 ページと 4 ページは、各 P/L 項目及び国内主要 KPI の四半期実績の推移、また 4Q 及び通期の予

想 KPI を示しています。 

3Q 累計実績と 4Q の最新見込みに基づき、通期予想の主要 KPI をアップデートしました。 
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5 ページは 3Q 累計の、6 ページは 3Q 単期のセグメント別業績です。 

R&D アウトソーシング事業は、GP 率の改善が続き、オペレーティングレバレッジ効果による販管

費率の低下もあって、堅調さを維持しています。特に、当社が注力するデジタル要素技術やソリュ

ーションに係るサービスを含むソリューション事業に関しては、2Q で前年同期比+23.9%の売上増

加、その構成要素として、稼働人数は+19.1%、売上単価は+4.1%の実績でしたが、3Q も前年同期

比+19.7%の売上増加（稼働人数+15.8%、売上単価+3.3%）と順調に伸張しています。また、前述

のとおり、今年の 3 月契約更新時におけるチャージアップ・シフトアップにより、来期業績にも寄

与する派遣契約単価の改善を実現しています。引き続き、技術者の育成に努め、需給ギャップや賃

金動向を踏まえながら、持続的な売上単価の向上を推進いたします。 

施工管理アウトソーシング事業は、猶予期間の終えた働き方改革の本格適用によって、今期の GP

率が少し悪化するのは想定の範囲内です。R&D と異なり、建設施工管理はヘッドカウント重視の

戦略に切り替え、未経験者を積極的に採用しています。3Q 単期は稼働日数の減少により、前年同

期比の売上成⾧率が若干鈍化しています。未経験者については、契約単価は低い一方、一定の経験

を積むと単価を上げやすいという遅効性があるため、未経験者採用へのアクセルは継続しつつ、経

験を積んだ層のチャージアップ・シフトアップを推進することで、売上成⾧率と GP 率の改善を志

向していきます。 

2Q に再び赤字に転じた国内その他事業は、人材紹介ビジネスは少し改善したものの、技術者育成

事業の低迷によって、3Q も赤字決算となりました。技術者の育成は、当社の持続的な事業成⾧を

支える源であり、また、社会課題を解決するイノベーション促進にも寄与するので、次の中計にお

いても主要テーマになってまいります。 

海外事業各社の状況については、別途ご説明いたします。  
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7 ページは、B/S と CF になりますが、3Q において特筆すべき事項はございません。 
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8 ページからは、国内事業の主要 KPI になります。 

今年 3 月末のエンジニア数は 26,808 人、前年同期比+1,882 人、7.6%の伸びとなりました。採用は

好調ながらも退職の増加に伴い、今期は 7%台後半の伸び率となります。通期採用予測の見直しに

基づき、今年 6 月末のエンジニア数は 28,000 人、前年比+7.5%を見込み、2Q の修正予想から更に

150 人上方修正しました。今回の主要 KPI のアップデートにおいて、後述する採用数の増加は 100

人ですので、退職者数は前回予想より 50 人減少していることを意味します。 

3Q 累計の平均稼働率は 95.5%、前年同期を若干下回るものの、通期の平均稼働率 94.7%は、期初

予想と同水準になります。初回の配属単価を引き上げるために、今年 4 月入社新卒の研修期間を戦

略的に⾧くしている影響です。  
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9 ページは、技術領域、産業分野それぞれの稼働エンジニアの人数や前年比増減率になりますので、

別途ご確認ください。前年同期比では、2Q のトレンドが継続しています。  
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次は、採用と退職の状況です。 

3Q は 965 人を中途採用し、前年同期比 10.2%の伸びでした。2Q に続き、今回、通期の採用予想を

5,000 人へと、2Q 時の修正予想から 100 人上方修正しています。退職者数が計画比で上振れてし

まうダウンサイドリスクを予めヘッジするため、採用を加速しています。 

一方、3Q の退職率は 10.9%となり、前期 4Q 以来の 10%超の水準となりました。LTM では、通期

の退職率想定 9.8%を超過した 10.1%となり、これは建設施工管理分野の退職率悪化が主因です。

当社退職者の 5 割弱は 20 代であるため、若年層の昇給効果を今後見定めたいと考えています。 
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11 ページは、月次平均売上単価の推移とそのブリッジを示しています。 

3Q 累計の月次平均売上単価は 698 千円、前年同期比で 22 千円の増加、+3.3%になります。この実

績を踏まえ、通期の平均売上単価を、2Q 修正予想 698 千円に対して、700 千円に上方修正しまし

た。また、稼働日数や残業時間の影響を受けない、今年 3 月末時点の派遣契約単価は、1 年前から

4.6%アップし、顧客への価格転嫁が進捗しています。なお、3 月契約更新時における単価上昇は 4

月から適用されるので、4Q 末のデータに表れてまいります。  



 
 

14 
 

 

次は、海外子会社のアップデートになります。 

先ず、海外事業全体の 3Q 累計での営業利益は、前年同期比+41.0%であり、営業利益率も 8.1%と

2.6pt 改善しましたが、3Q 単期での営業利益成⾧率は△9.6%となりました。4Q においても劇的な

改善は見込めず、不透明な事業環境が継続しています。 

Robosoft は、リソースコントロールにより 40%の GP 率を維持できているものの、トップライン

成⾧の課題を克服できておらず、3Q における売上高は 2Q 対比で約 12%減少しました。3Q の新規

プロジェクト受注金額は 2Q の約 7 割に落ち込んでおり、成⾧軌道に再び戻すには一定期間を要す

るとの見立てです。同社の顧客基盤の約 60%を占める米国経済のリセッション懸念を鑑みると、来

期業績も低迷することも予想され、のれんの減損リスクは高まっていると認識しています。従いま

して、事業のターンアラウンドを早期かつ着実に遂行する、経営体制の抜本的な改革に着手しまし

た。 

中国事業は、景気動向や地政学リスクに不安を抱えながらも、3Q まで売上・利益ともに前年及び

計画を上回りました。例年同様、来期に向けた先行投資のため、4Q の利益水準は他の四半期に比

べて低下するものの、通期でも十分な利益成⾧を実現できる見込みです。 
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Helius が事業展開する東南アジアの金融セクターにおけるデジタル需要は停滞しており、また、シ

ンガポールの就労ビザの取得基準変更もあり、3Q の営業利益は 2Q と同水準に留まりました。4Q

も厳しい状況を想定しています。 

イギリス Orion の 3Q の営業利益は、2Q 比で大きく悪化しました。正社員雇用のニーズは弱く、利

益率の高い人材紹介事業の伸び悩みが主な要因です。一方、新規顧客拡大等の効果によって、4Q

の利益水準は若干の改善を見込んでいます。  
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13 ページは今期のガイダンス、14 ページはセグメントごとのブレークダウンになります。通期の

業績予想に変更はなく、国内主要 KPI のみ修正しています。少なくとも、売上高及び営業利益の約

9 割を占める国内の技術者派遣及びソリューション事業は、今期の期初計画及び中計 4 年目計画を

超えるペースで進捗しており、次の中計においても当社企業価値の基盤となることを強調したいと

思います。  
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最後に、15 ページをご覧ください。今期予想の期末配当は 60 円のまま変わらず、年間配当は合計

90 円、年間配当性向は 50.9%です。自己株買付も加味した総還元性向は 77.7%の見込みです。 

私からの説明は、以上となります。どうもありがとうございました。  
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◆質疑応答 

 

質問者①： 一つ確認させてください。 

通期ガイダンスを据え置かれた背景として、業績の不透明感という説明もありましたが、以前あっ

たような海外子会社ののれんの減損リスクも含んでいるのでしょうか。 

奥村：海外事業に関し、今回、Robosoft の減損リスクに言及いたしました。現在、来期予算の策

定に合わせ、中期的な事業計画を検討しています。減損の判断とその金額は、将来キャッシュフロ

ーをどう見込むかによっても左右されるので、現時点で確定的なことを申し上げることができず、

減損の可能性や減損した場合の金額水準は未定です。 

質問者①：フォローアップ質問になりますが、そういった状況を踏まえても、通期の営業利益予想

270 億円の達成にある程度の自信を持たれているのでしょうか。3Q までの業績進捗を踏まえると、

のれんの減損といったイレギュラーを除けば、それなりに上振れ余地があるように思います。 

奥村：現時点において、今期営業利益 270 億円を達成できる蓋然性はありますが、のれんの減損リ

スクは不透明な点があるとご理解ください。 

質問者①：ありがとうございます。 

質問者②：二つ質問があります。 

一つ目は、冒頭で説明いただいた事業環境について、国内事業は、米国新政権に端を発した悪影響

をあまり受けず、リスクがあるとしたら海外事業に限定されていて、株主還元を含むキャピタルア

ロケーションに変更はないと考えてよいですか。 

もう一つは、次期中計について、これまでもソリューション事業の拡大や量より質を重視した経営

へのシフトといったヒントもいただいてきましたが、次回の通期決算発表において、今後の成⾧戦

略に係るアップデートはありますか。 

奥村：現在、次期中計の戦略的な方向性を検討しており、先ずは事業面を中心に議論を開始してい

ます。キャピタルアロケーションは、事業戦略に基づく投資によっても変わってきますので、現時

点で申し上げられるものはありません。 

次期中計については、今年 8 月の通期決算発表時に、少なくとも全体の方向性についてご説明した

いと思います。 

質問者②：ありがとうございました。 
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［了］ 

 

（注） 記載内容につきましては、ご理解いただきやすいよう一部に加筆・修正をしています。 

 


